
国道
支出金

その他
一般
財源

Ｒ４ 33,931 12,980 20,951

Ｒ３ 31,175 13,030 18,145

増減 2,756 △ 50 2,806

Ｒ４ 783 783

Ｒ３ 1,294 60 1,234

増減 △ 511 △ 60 △ 451

Ｒ４ 15,471 14,657 814

Ｒ３ 15,289 10 14,416 863

増減 182 △ 10 241 △ 49

Ｒ４ 10,549 10,549

Ｒ３ 19,828 19,828

増減 △ 9,279 △ 9,279

Ｒ４ 51,356 51,356

Ｒ３ 50,214 50,214

増減 1,142 1,142

Ｒ４ 6,602 6,602

Ｒ３ 7,744 7,744

増減 △ 1,142 △ 1,142

Ｒ４ 118,692 28,420 90,272

Ｒ３ 125,544 70 28,680 96,794

増減 △ 6,852 △ 70 △ 260 △ 6,522

　⑴事務事業の休止・廃止など
　⑵コスト縮減など
　⑶他の事業との統合や民間委託等
※総合判定（休止・廃止・終了・拡充・縮小・継続・改善）

平成８年度及び平成９年度に建設した介護老人
保健施設に係る地方債の償還元金を、償還条件
に基づき適正に償還した。

平成８年度及び平成９年度に建設した介護老人
保健施設に係る地方債の償還利子を、償還条件
に基づき適正に償還した。

5

6
介護サービス事業長期債償還利
子

介護サービス事業長期債償還元
金

合　　　計

4 保健福祉施設管理運営等業務

質の良いサービスの向上を図り快適な環境を保
持するため、適切な施設の維持管理を図った。

整備事業
⑴　修繕料  7,482,794円(5,864,804円増)
　　・修繕内容：非常用照明修繕、ＬＥＤ取替
　　修繕、排煙オペレーター修繕ほか
⑵　備品購入費　2,953,130円(15,152,837円
　減)
　　・購入内容：パワーリハビリテーション
　　機器、超低床ベッドほか

3 地域包括支援事業

１地域包括支援センター職員の配置状況
　　６人（－人）
２介護予防支援計画の作成状況
　　延べ3,339件（31件減）
３相談業務等の状況
　　延べ3,189件（134件減）

介護サービス事業一般管理業務1
介護サービス事業の運営に必要となる職員給料
等の支給を行った。

2 訪問看護事業

本人や家族の希望により在宅で療養される要支
援・要介護者等に対し、主治医の指示に基づき
病状や障害の観察、医療措置等の療養上の世
話、清拭や身体の清潔保持を行い可能な限り居
宅において自立した生活が出来るよう支援を
行った。
⑴利用者実人員　70人（６人減）
⑵延べ訪問回数　2,050回（307回減）

第 ４ 表　主要事務事業実施の状況及び事務事業評価結果

事業内容及び成果№ 事務事業名

財源内訳（千円）
決算額

（千円）



事務事業
の休止・
廃止など

コスト
縮減など

他事業と
の統合や
民間委託

1.必要性（市が実施しなければならない理由など） 高い・低い
2.成　果（市民福祉の向上は図られているかなど） 向上した・維持した・低下した
3.要　望（市民・団体等からの要望など） 有・無
4.行財政改革の取組
　⑴事務事業の休止・廃止など 有・無
　⑵コスト縮減など 有・無
　⑶他の事業との統合や民間委託等 有・無
※総合判定（休止・廃止・終了・拡充・縮小・継続・改善）

償還条件に基づき、今まで借り入れ
た地方債の償還利子を適正に償還し
ていく。(令和９年度をもって償還終
了)

償還条件に基づき、今まで借り入れ
た地方債の償還元金を適正に償還し
ていく。(令和９年度をもって償還終
了)

令和５年度から
一般会計に事務
事業を移行

令和５年度から
一般会計に事務
事業を移行

無 無 無

無無無無

無

維持した

維持した

高い

高い

利用者が可能な限り在宅での自立し
た生活ができるように、介護予防支
援計画の作成業務等を継続するとと
もに、介護に関わる総合的な相談業
務を継続していく。

令和５年度から
一般会計に事務
事業を移行

定期的なメンテナンスを適切に行い
ながら、施設・整備の計画的な整備
を継続し、快適な環境の保持を図っ
ていく。

無無無無維持した高い
令和５年度から
一般会計に事務
事業を移行

無無無無維持した高い

令和５年度から
病院事業会計に
事業移管

利用者が可能な限り在宅での自立し
た生活ができるように、訪問看護
サービスの提供を行った。

無無無無維持した高い

無無

事務事業評価

1.必要性 2.成果 3.要望

4.行革の取組

今後の方向性 総合判定

無維持した
最小限の経費で一般的な管理を行っ
ていく。

令和５年度から
一般会計に事務
事業を移行

高い 無


